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３．事業の実施状況【介護分】 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 
事業名 【No.1（介護分）】 

山梨県介護施設等整備事業 

【総事業費】 
170,884 千円 

事業の対象となる区域 中北、峡東区域 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活を継続で

きる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：令和 2 年度末における施設・居住系サー

ビスの入所定員総数 9,813 人 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症グループホーム                 1 カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       ２カ所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

 認知症グループホーム                 1 カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       ２カ所 
 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備を支援することにより、地域の実情に応じ

た介護サービス提供体制の整備を促進する。（健康長寿やま

なしプラン：平成 30 年度～平成 32 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,516 床(54 カ所) → 

1,719 床(61 カ所) 

・認知症グループホーム   1,067 床(73 カ所) → 1,139

床(77 カ所) 

・小規模多機能型居宅介護事業所    28 カ所 → 33 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 3 カ所 → 7 カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 8 カ所 →  

16 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム： 1,516 床→1,574 床 

・認知症グループホーム：1,067 床→1094 床 

・小規模多機能型居宅介護事業所： 28 カ所→28 カ所 
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・看護小規模多機能型居宅介護事業所： 3 カ所→4カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：8カ所→9カ

所 

【令和 4年整備】 

・認知症高齢者グループホーム １カ所 

【令和 5年整備】 

・認知症高齢者グループホーム １カ所 

事業の有効性・効率性 令和 2 年度末における施設・居住系サービスの入所定員総

数 9,813 人 

（１）事業の有効性 
地域密着型特別養護老人ホーム：2 カ所、定期巡回・随時対応

型訪問介護事業所：1 カ所、看護小規模多機能型居宅介護事

業所：1 カ所、認知症高齢者グループホーム：１カ所に対して支

援し、地域密着型サービスの提供体制を推進した。 
（２）事業の効率性 
県公共事業に準じた手続きにより適正に施設整備が行われ

た。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保・定着対策魅力発信事業 

（介護アンバサダー設置等） 

【総事業費】 
1,823 千円 

事業の対象となる区域 山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和４年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大す

る２０２５年を見据え、介護人材の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：山梨県内で必要とされる介護人材の確保・

定着 

事業の内容（当初計画） 介護保険施設に勤務する現職の介護職員から選考された介

護アンバサダー（大使）が、学校訪問やイベント等を通じ

て、啓発資材も活用し広く県民に介護の魅力ややりがいを

伝え、介護人材の確保・定着を促進する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・新入職員合同入職式・研修会への参加（３回） 
・学校訪問（６回） 
・県主催イベント等への参加（３回） 

アウトプット指標（達成

値） 

【R 元年度】 
・新入介護職員合同入職式・研修会への参加（４回） 
・学校訪問（１回） 
・県主催イベント等への参加（２回） 
【R2 年度】 
・新入介護職員合同入職式の開催（新型コロナウイルスの

影響により開催中止） 

・新入介護職員研修会の実施（１回、４０人） 

・２年目介護職員研修会の実施（１回、３１人） 

・３年目介護職員研修会の実施（１回、３０人） 

・学校訪問（１回、３３人） 

・介護労働講習（１回、１４人） 

【R3 年度】 
・新入介護職員合同入職式の開催（新型コロナウイルスの

影響により開催中止） 

・新入介護職員研修会の実施（１回、３５人） 

・２年目介護職員研修会の実施（１回、２８人） 

・３年目介護職員研修会の実施（１回、２９人） 

・中途採用介護職員研修会の実施（１回、１２人） 
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・学校訪問（２回、７８人（上野原中）、１４人（鰍沢小）） 

・介護労働講習（１回、２０人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：山梨県内で必要と

される介護人材の確保・定着 

○観察できなかった →理由：山梨県内の介護保険施設等

における就職・離職状況を確認する体制が整備されていな

いため、人材確保・定着についての具体的数値を算出するこ

とができない。 

代替指標：研修会の参加者数が合同入職式参加者数と同数

以上とする（新入介護職員の定着）ことを目標としていた

が、合同入職式が新型コロナウイルスの影響により開催中

止となったため、指標確認ができなかった。 

（１）事業の有効性 
合同入職式、研修会において介護現場での悩みや問題を

共有することにより、同期入職者同士の連帯感の醸成と施

設間の連携強化が図られた。 
（２）事業の効率性 
 県内の介護保険施設等に精通している公益財団法人介護

労働安定センター山梨支部に事業を委託することにより、

効率的な事業周知と事業実施が図られた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３（介護分）】 

介護人材確保・定着対策魅力発信事業 

（合同入職式等開催） 

【総事業費】 
1,879 千円 

事業の対象となる区域 山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：公益財団法人介護労働安定センター山梨支

部） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大す

る２０２５年を見据え、介護人材の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：山梨県内で必要とされる介護人材の確保・

定着 

事業の内容（当初計画） 新規に入職した介護職員を対象として合同入職式、研修会

等を実施することにより、介護人材の確保・定着を促進す

る。また、２年目職員のフォローアップ研修を実施すること

により、早期離職の防止を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・新入職員合同入職式の開催（１回） 
・研修会の実施（２回） 
・入職２年目職員研修会の実施（１回） 

アウトプット指標（達成

値） 

【R元年度】 

・新入介護職員合同入職式の開催（１回、参加者６４人） 

・研修会の実施（２回、参加者５３人、４８人） 

・入職２年目職員研修会の実施（１回、４４人） 
【R2 年度】 
・新入介護職員合同入職式の開催（新型コロナウイルスの影

響により開催中止） 

・新入介護職員研修会の実施（１回、４０人） 

・２年目介護職員研修会の実施（１回、３１人） 

・３年目介護職員研修会の実施（１回、３０人） 

・学校訪問（１回、３３人） 

・介護労働講習（１回、１４人） 

【R3 年度】 
・新入介護職員合同入職式の開催（新型コロナウイルスの影

響により開催中止） 

・新入介護職員研修会の実施（１回、３５人） 

・２年目介護職員研修会の実施（１回、２８人） 

・３年目介護職員研修会の実施（１回、２９人） 

・中途採用介護職員研修会の実施（１回、１２人） 
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・学校訪問（２回、７８人（上野原中）、１４人（鰍沢小）） 

・介護労働講習（１回、２０人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：山梨県内で必要と

される介護人材の確保・定着 

○観察できなかった →理由：山梨県内の介護保険施設等

における就職・離職状況を確認する体制が整備されていな

いため、人材確保・定着についての具体的数値を算出するこ

とができない。 

代替指標：研修会の参加者数が合同入職式参加者数と同数

以上とする（新入介護職員の定着）ことを目標としていた

が、合同入職式が新型コロナウイルスの影響により開催中

止となったため、指標確認ができなかった。 

（１）事業の有効性 
合同入職式、研修会において介護現場での悩みや問題を

共有することにより、同期入職者同士の連帯感の醸成と施

設間の連携強化が図られた。 
（２）事業の効率性 
県内の介護保険施設等に精通している公益財団法人介護

労働安定センター山梨支部に事業を委託することにより、

効率的な事業周知と事業実施が図られた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４（介護分）】 

ＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費】 
3,000 千円 

事業の対象となる区域 山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 令和元年 7月 1日～令和 4年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

ＩＣＴの活用を通じて介護事業所における生産性向上の推

進を図る。 

アウトカム指標：ＩＣＴの促進により労働環境の改善を図

る。 

事業の内容（当初計画） 介護事業所のＩＣＴ化のための介護ソフトやタブレット端

末等の購入費用を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ＩＣＴの導入事業所数 １０事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

令和元年度：０事業所 

令和２年度：２２事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：ＩＣＴを活用する

ことで介護事業所の業務効率化が図られる。 

（１）事業の有効性 
ＩＣＴの活用による介護事業所の業務効率化は、介護人材

不足への方策として期待できる。また、業務効率化により、

介護職員の負担軽減が図られることで、介護職員の離職防

止も期待される。 
（２）事業の効率性 
比較的知名度の高い介護ロボット導入支援事業と併せて、

ＩＣＴ導入支援事業の取組を紹介することで、より多くの

介護事業所に周知することができた。 
その他  

 
 
 

 
 

 


